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・ 実質収支 （ｐ．１、８） 
一会計年度の決算において、収支が赤字であったか黒字となっ

ているかをみるための指標で、当該年度の歳入決算額から歳出決
算額を差し引いた額から、翌年度へ繰り越すべき財源を控除して
算出 
なお、前年度実質収支と当該年度実質収支の差額が「単年度収

支」である。 

・ 財政健全化法 （ｐ．８） 
地方公共団体の財政破綻を早い段階で防止することを目的に、

平成 19 年に成立した法律。地方公共団体の財政状況を、全会計
の収支の状況、借入金の償還負担の大きさ、将来負担しなければ
ならない経費の大きさなどを示す五つの指標（実質赤字比率、連
結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率
（公営企業））により判断し、指標が一定の基準を超えた地方公
共団体は、財政健全化計画等を策定し、早期の健全化に取り組ま
なければならない。 

・ 臨時財政対策債 （ｐ．３、５、７、８、９、１２、１９） 
地方交付税の不足を補うために平成 13 年度に創設された赤字

地方債。将来の元利償還額が、地方交付税算定の際の基準財政需
要額に算入されることとなっており、いわば地方交付税の前借り
ともいえるもの 

・ 普通会計 （ｐ．９～２２） 
   各地方公共団体の財政状況を把握し、地方公共団体間の財政

比較等のために用いられる統計上、観念上の会計。一般会計を
基本にして一部の特別会計を合算し、会計間の重複を控除した
もの 

・ 基準財政需要額 （ｐ．１２、１３） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が合理

的かつ妥当な平均的水準で行政を行った場合に要する財政需要
を一定の合理的な方法で算出した額 

・ 基準財政収入額 （ｐ．１３） 
地方交付税算定のための基礎数値として、地方公共団体が標準

的な税の徴収を行ったという前提条件の下に歳入額を算出した
ものであり、標準税率で算定した地方税等の収入見込額（標準税
収入額）の 75％分に地方譲与税等を加え算出される。（残りの
25％分は、「留保財源」と呼ばれ、各地方公共団体の独自施策等
の実施に充てることができる。） 

用 語 の 説 明 



１ 決算収支の状況
(１) 一般会計の収支の状況
① 令和３年度決算は、新型コロナウイルスの感染拡大防止と京都経済・市民生活の下支えに

引き続き取り組み、歳入、歳出の規模は令和２年度に次ぐ過去２番目の大きさ

② 社会福祉関連経費に必要な財源を行財政改革により捻出するとともに一般財源収入の増等

により、特別の財源対策を行う前の収支は前年度から87億円改善したものの、85億円の赤字

令和３年度決算の状況

※ 億円未満を端数処理しているため、合計が
一致しない場合がある。（以下同様）

特別の財源対策89億円を行った後の、地方公共団

体財政健全化法上の実質収支は4億円

※ 複数年度のデータを掲載する際には、原則として過去１０年間としている。

歳入総額

A

歳出総額

B

繰越財源

C

実質収支

A-B-C

10,608 10,589 15 4

△8 △18△22△22

△83

△110△109
△80
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△85
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△180

△130
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通常の収支 特別の財源対策後の実質収支

令和３年度一般会計決算 （単位：億円）

歳入総額

A

歳出総額

B

繰越財源

C

赤字

A-B-C

10,519 10,589 15 △ 85

特別の財源対策及び財政調整基金の状況

＜公債償還基金からの取崩しにかかる予算・決算額＞ （単位：億円）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

当初予算額 61 93 12 32 50 99 71 65 119 181

決算額 9 12 9 9 50 69 67 50 119 50

※R1補正後の予算額は87億円

【平成30年度】
令和元年度の国民健康保険事業特別会計繰出金（追加財政

支援）の財源19億円を含むため、実質的な残高は17億円

【令和3年度】
地方交付税の減額精算対応分75億円を含むため、実質的な

残高は20億円

財政調整基金残高の推移（億円）

特別の財源対策の推移（億円）
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(２) 公債償還基金の残高及び取崩額の累計

公債償還基金の計画外の取崩額の累計
（本来、積み立てるべき額）

公債償還基金は、あるべき残高2,203億円に対し、
505億円を取り崩しており、実際の残高は1,698億円

（３） 公営企業決算

市バス・地下鉄事業
○ お客様数は、新型コロナウイルス感染症の影響により激減した令和2年度より増加するも、

依然厳しい状況
１日当たりのお客様数は、市バスは前年度比＋2万0千人 （元年度比△ 9万0千人）

地下鉄は前年度比＋2万8千人 （元年度比△10万5千人）

○ 運賃収入は、令和元年度運賃収入（市バス200億円と地下鉄258億円を合わせた458億円）と
比較すると令和3年度で△120億円（市バス△48億円、地下鉄△72億円）、令和2年度で△149億
円（市バス△61億円、地下鉄△88億円）となり、この2年間で約270億円の減収

○ 厳しい経営状況を踏まえ、感染症対策と安全対策を徹底しながら経費の削減に努めたもの

の、運賃収入の減少の影響は甚大で、経常損益は、市バスは△35億円、地下鉄は△38億円でと

もに2年連続となる赤字を計上

○ 地下鉄は累積資金不足が過去最大の417億円、資金不足比率は経営健全化基準の20％を
上回る24.2％となり、昨年度陥った経営健全化団体からの脱却には至らず

○ 市民生活と都市活動を支える市バス・地下鉄の持続可能な安定経営を目指して、令和４年３
月に中長期の経営計画を策定（地下鉄に関する内容は市会の議決を得て国に報告）

（直近のお客様の状況）
令和３年度から比較すると増加したものの、コロナ前と比較すると依然厳しい状況
４～７月の１日当たりのお客様数は、令和元年度比で 市バスは ４月：△ 27.4％、５月：△ 19.1％、６月：△ 16.6％、７月：△18.1％

地下鉄は ４月：△ 21.7％、５月：△ 16.9％、６月：△ 14.9％、７月：△15.0％
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市バス経常損益の推移（億円）
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地下鉄経常損益の推移（億円）
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上下水道事業

○ 大幅な減収が続く中にあっても長期的な視点に立ち、市民の皆さまの生活を支える重要な

ライフラインである水道・下水道を守るため、老朽化した配水管の更新（153億円）や、

「雨に強いまちづくり」に向けた雨水幹線の整備（43億円）等を着実に推進

213 
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水道 下水道

使用水量の推移（百万㎥）(百万㎥)

新型コロナの影響により大幅に減少した令和２年度よりも更に減少（
前年度比は水道：△0.4％、下水道：△0.3％）し、
プランを大幅に下回る（プラン比は水道：△1.9％、下水道：△3.3％）
大変厳しい結果

ピーク(H2) ピーク(H9)

ピーク時から

水 道 △25％減少

下水道 △23％減少

【前年度比較・中期経営プラン比較】

・雨水整備率 R2：29.3％ → R3：33.0％
事業計画区域のうち10年確率降雨（62mm/h）への対応が完了した面積の割合

○５年確率降雨(52mm/h)対応の雨水整備率は約91％で、全国平均の60％を大きく上回りトップ水準

⇒ 今年度に新たな中期経営プラン（R5-9）を策定し、徹底した経営効率化などの取組により厳しい経営環境に

対応することで「京（みやこ）の水ビジョン」に掲げる事業を着実に推進

料金・使用料収入 対プラン △26億円（水道△11億円、下水道△15億円）

○ 使用水量は、新型コロナウイルス感染症の影響により大幅に減少した令和2年度よりもさらに

減少し、水道料金・下水道使用料収入は依然厳しい状況

○ 業務執行体制の見直しなど、経費削減の取組を着実に進め、黒字は確保したものの、減収の

影響が大きく、建設改良等のための積立金（利益）は、中期経営プランで掲げた目標を下回る

厳しい結果に

・老朽配水管解消率 R2：37.1％ → R3：42.1％
老朽配水管の更新事業開始年度（H21）の延長に対する更新済割合

水道 16.9億円（プラン比△2.1億円）、下水道 27.7億円（プラン比△4.1億円）
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2,917 3,055 2,959 3,019
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一般財源収入の推移（億円）

市税 府税交付金

交付税＋臨時財政対策債 その他

一般財源収入

 市税収入は、納税義務者数等の減少に伴う個人市民税の減収があるものの、一部企業の業績の
好調による法人市民税の大幅増により、全体としては増加し、令和元年度に続く過去２番目

 一般財源収入は、市税・府税交付金が堅調な一方、地方交付税等も国の的確な地方財政対策に
より増加し、前年度から285億円増加

２ 歳入
(１) 一般財源収入

対前年度＋198

対前年度＋285

対前年度＋60

府費教職員給与費移管

府費教職員給与費移管
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784 789 800 820 835 849
1,107 1,175 1,172 1,152

257 254 301 285 240 255
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個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税合計

(２) 市税収入

 個人市民税は、納税義務者数等の減少により2年連続減少
 固定資産税は、令和2年度の税制改正における新型コロナウイルス感染症の影響による事業収入の
減少等に伴う減免措置の適用により、平成24年度以来9年振りに減少

 法人市民税は、一部の企業の業績の好調により、2年振りに増加

市税（税目別）の推移（億円）

府費教職員給与費移管

市税の徴収率、滞納繰越額の推移（億円）

 令和2年に実施した、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた納税者に対する「徴収猶予の特
例制度」の適用者から着実に納付いただいた結果、前年度から1.1ポイント増の99.0％と、過去最
高の徴収率であった平成30年度と同率の徴収率まで回復した。
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(３) 地方交付税及び臨時財政対策債

 地方交付税等は、これまで減少傾向だったが、令和3年度は増となっている。これは、国において

コロナ禍で地方の減収が厳しいと見込んだうえでの算定が行われたと推測される。

これらを

国に要望

610 578 533 503 473 
648 614 598 549 

716 

415 474 
456 

391 
340 

455 
435 

332 
311 

341 
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地方交付税 臨時財政対策債

地方交付税及び臨時財政対策債の推移（億円）

府費教職員給与費移管

・ 地方交付税の総額確保と臨時財政対策債の廃止

・ 大都市に偏重した交付税の削減の見直し

・ 観光の振興や課題解決に係る財政需要の的確な反映

（参考）令和４年度普通交付税（臨時財政対策債を含む）決定額809億円

(１) 性質別経費
 住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別給付金に係る事業費の増等により、性質別経費のう

ち義務的経費(人件費、公債費、扶助費)の占める割合は、対前年度比4.6ポイント増加し、48.0％

 人件費は、平成29年度から、それまで京都府が負担していた小中学校・総合支援学校の教職員給

与費が本市に移管されたことに伴い大幅に増加したが、その後は減少傾向

 扶助費は、住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別給付に係る事業費の増により増加。なお

この影響を除いても、障害福祉サービスの利用者数の増加等により増加傾向

 公債費は、徴収猶予特例債の増等により増加

３ 歳出

1,151 1,087 1,093 1,090 1,087 
1,673 1,668 1,647 1,628 1,583 

1,840 1,855 1,886 1,954 1,976 
2,038 2,063 2,110 2,175 2,578 

834 845 848 852 827 

911 857 860 860 
922 

3,826 3,787 3,826 3,896 3,890 

4,621 4,588 4,617 4,663 
5,083 

52.7%
53.2% 53.3% 53.7%

55.4% 60.1%

59.4% 59.9%

43.4%

48.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

義務的経費（給与費＋扶助費＋公債費） の推移
給与費 扶助費 公債費 投資的経費

物件費その他 繰出金等 義務的経費の割合億円
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(２) 行政目的別経費

 社会福祉費は、住民税非課税世帯や子育て世帯への臨時特別給付に係る事業費の増加等により、

対前年度比355億円の増加

 保健衛生費は、新型コロナウイルスワクチン接種の推進等により、対前年度比195億円の増加

 産業経済費は、融資制度預託金の増加等により、対前年度比423億円の増加

 消防費その他は、特別定額給付金に係る費用の減等により、対前年度比1,087億円の減

2,646 2,692 2,815 2,872 2,979 3,012 2,931 3,034 3,162 
3,517 

457 427 439 430 474 522 609 520 524 

719 
1,171 987 850 752 583 468 426 422 

1,934 

2,357 

885 
881 866 887 836 774 779 719 

785 

767 

555 
557 599 666 556 

1,182 1,266 1,286 

1,262 

1,175 

711 
720 748 795 

753 

810 844 857 

2,213 
1,126 

841 852 855 859 
833 

916 863 866 

866 
927 

7,265 7,116 7,173 7,261 
7,015 

7,682 7,719 7,705 

10,746 
10,589 

0
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4,000
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8,000

10,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

行政目的別内訳の推移

社会福祉費 保健衛生費 産業経済費 都市建設費

教育文化費 消防費その他 公債費
億円

3,768 3,804 3,863 3,874 
3,781 

4,345 4,417 4,443 4,389 

4,674 

2,427 2,444 2,521 2,530 2,516 2,557 

2,917 
3,055 

2,959 

3,019 

2,306 2,335 2,385 
2,482 2,515 

2,588 2,609 2,696 2,790 

3,178 

1,007 1,037 1,043 1,040 1,043 1,097 1,095 1,141 1,175 1,169 

900

1,400

1,900

2,400

2,900

3,400

3,900

4,400

4,900

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一般財源収入、市税収入、社会福祉関連経費の決算額推移

一般財源収入 市税収入 社会福祉関連経費

（扶助費等）

社会福祉関連経費

（扶助費等）一般財源ベース

一般財源収入（市税、地方交付税など）

市税収入

社会福祉関連経費（扶助費等）＝ 扶助費(社会福祉費以外の扶助費(保健、教育等)含む)＋国保、介護への繰出金
＋後期高齢への繰出金、負担金 ※国の補助金等を財源とするものを含む

府費教職員給与費移管

億円

社会福祉関連経費（扶助費等）一般財源ベース

府費教職員給与費移管

※H29～府費教職員給与費移管の影響を含む
（市税への影響のみH30～）

国保繰出金の減や国補助金
の超過交付等に伴い減少
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４ 市債

 国が返済に責任を持つ臨時財政対策債を除く実質市債残高は、一般会計、全会計ともに縮減

 臨時財政対策債は、地方交付税の代わりに国が機械的に配分するもので、本市において発行額をコ

ントロールできず、近年は臨時財政対策債の残高が増加

全会計の市債残高（億円）

（１）市債残高

※ 生産年齢人口1人当たり実質市債残高 H22末 202万円 → R3末 181万円

臨時財政対策債
制度開始時
（H13：81）

から5,020増加

臨時財政対策債
制度開始時

（H13：20,951）

から4,842減少
18,786

18,347 17,970
17,611 17,319 16,850 16,611 16,366 16,355 16,109

2,728
3,147 3,531 3,840 4,083

4,416 4,707 4,871 4,985 5,101

21,514 21,494 21,502 21,451 21,402 21,266 21,318 21,237 21,340 21,210

0

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

一般会計の市債残高（億円）

※ 生産年齢人口1人当たり実質市債残高 H22末 102万円 → R3末 95万円

臨時財政対策債
制度開始時
（H13：81）

から5,020増加

臨時財政対策債
制度開始時

（H13：9,764）

から1,344減少
9,473 9,259 9,081 8,949 8,858 8,635 8,604 8,553 8,604

8,420

2,728 3,147 3,531 3,840 4,083
4,416 4,707 4,871 4,985 5,101

12,200 12,406 12,612 12,789

12,941 13,050 13,311 13,424

13,589 13,521

0

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

臨時財政対策債を除く市債 臨時財政対策債

7



 市債残高（過去の借金）を着実に減少させるためには、新規の市債発行額（新たな借金）を

償還額（借金の返済）の範囲内にとどめることが必要

 全会計 ：借金の返済 1,117億円－新たな借金 871億円＝市債残高は 246億円減少

一般会計：借金の返済 557億円－新たな借金 372億円＝市債残高は 185億円減少

(２) 市債（臨時財政対策債を除く）の新規発行額と償還額

946 

740 
779 

832 808 
764 

924 

851 

982 

871 

1,248 

1,179 1,156 
1,191 

1,101 

1,233 

1,163 

1,096 

993 

1,117 

402 380 415
468 442

409

494 483

498

372

580
594 593 600

533

632

525 534 

446 

557 

300

500
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900

1100

1300

1500

1700

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

一

般

会

計

全

会

計

市債の発行額と償還額の推移（億円）
（※）借換債及び臨時財政対策債を除く

全会計の償還額

全会計の新規発行額

一般会計の新規発行額

一般会計の償還額

公営企業の資金収支

５ 財政健全化法に基づく健全化判断比率

 令和２年度に生じた実質赤字比率は、令和３年度には生じていない。

 連結実質赤字比率は、平成23年度以降生じていない。

 令和３年度の実質公債費比率は、償還を迎える満期一括債の元利償還金の増加等により、対前年度

比0.4ポイント増の11.8％

 令和３年度の将来負担比率は、公債償還基金からの借入金返済等に伴い将来負担額が減少したこと

市税・府税交付金に加え地方交付税等も増加したことから、対前年度比23.0ポイント減の170.4％

○全会計の連結実質収支の推移

市バス △25億円（②25億円→③0億円）

地下鉄※ ＋69億円（②△120億円→③△51億円）

水 道 ＋10億円（②56億円→③66億円）

下水道 ＋8億円（②58億円→③66億円）

※ 地下鉄事業のR3年度の累積資金不足は417億円、

財政健全化法に定める解消可能資金不足額控除後

の資金不足は51億円となる。

＋176

＋270

＋343
＋355

＋420 ＋424

＋281 ＋286

＋84

＋164

0

100

200

300

400

500

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3
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235.4
230.2 228.9 229.6 226.2

197.4
191.2 191.1 193.4

170.4

150.0

170.0

190.0

210.0

230.0

250.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

％

 早期健全化基準

400％

○実質公債費比率の推移

 早期健全化基準

25％

 財政再生基準

35％

○将来負担比率の推移

13.8 14.0

15.0 15.2 15.2

12.8

11.4

10.4

11.4
11.8

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

15.0

16.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

％

市税

208,000円

（3,019億円）

29%

地方交付税

49,000円

（716億円）

7%

臨時財政対策債

24,000円

（341億円）

3%

国庫支出金

152,000円

（2,215億円）

21%

府支出金

29,000円

（427億円）

4%

市債（※１）

26,000円

（379億円）

3%

その他財源

239,000円

（3,471億円）

33%
総額

727,000円

（1兆568億円）

（注）全国統一的な会計である普通会計分析による比較

他都市比較で見る京都市財政の特徴

１ 歳入

◆ 京都市の市民一人当たり歳入内訳

歳入構成の特徴 市税は、歳入総額の約３割

他都市に比べて地方交付税及び臨時財政対策債に大きく依存

人口
③ 1,453,956 人 （ ② 1,463,723人）

（ ）内数値は、本市歳入額を示しています。

※１ 市債は、臨時財政対策債を除いたものです。

※２ 一人当たりの歳入内訳は、千円単位に四捨
五入しています。
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市民一人当たりの市税収入
個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税 ※斜体の数字は市税収入合計

(１) 市税

79,757

79,218

88,260

39,361

23,345

17,053

110,042

74,446

76,413

43,495

30,661

30,069

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000

大
阪

京
都

他
都
市

平
均

円
市民一人当たりの市税収入

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他市税
※斜体の数字は市税収入合計

京都市の市民一人当たり市税収入は、法人市民税の増収等により他の指定都市の平均との差が縮小し
ているものの、他の指定都市の平均よりも約4,000円少なく、人口換算で市税収入総額は約60億円少なく
なっています。
大阪市と比較すると、本市の面積は約4倍で、消防体制・防火体制等をはじめとした、市域の面積に応

じて市で行うサービスの量が多い一方で、市民一人当たりの市税収入は約65,000円下回っており、
大阪市より約2割も少ないこととなります（人口で換算すると△945億円）。

市税合計
211,795円

市税合計
207,670円

市税合計
272,655円

差額 4,125円

差額 64,985円
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◆ 個人市民税が少ない要因

京都市は人口に占める大学生層や高齢者層の割合が他の指定都市よりも高く、結果的に一般的な就業者層
である23歳から64歳までの割合が低くなることで、指定都市の中で人口に占める所得割納税義務者の割合が低く
なっていると考えられます（政令市中最も低い）。

他都市平均で比較すると、△4.4%となっており、本市人口換算で納税義務者が約6.3万人少ない状況にあります。
仮に本市が他都市平均並みの納税義務者割合であり、この6.3万人が本市の納税義務者一人当たり個人市民税
を納めていた場合と比較すると、個人市民税収は約116億円少ない状況にあります。
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％ 人口に占める所得割納税義務者の割合

24.5 
20.5 

23.9 24.7 
20.9 20.0 17.3 

13.1 

21.9 

49.6 

29.9 
33.9 

16.6 
11.9 

21.3 
17.4 

34.2 

21.6 24.1 

13.1 

26.8 

32.8 
37.6 

36.9 32.9 

27.0 
34.4 

31.0 
33.9 

27.0 

26.8 

36.4 

36.5 

44.7 54.1 36.6 44.2 

34.9 

38.0 

42.8 

39.1 

29.9 

57.2 58.0 
60.8 

57.5 

47.9 

54.5 

48.3 47.0 
48.9 

76.3 

66.2 

70.4 

61.4 

66.0 

57.9 
61.6 

69.1 

59.6 

66.9 

52.3 

56.7 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

京
都

他
都
市
平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

㎡

市民一人当たりの家屋の床面積

木造 非木造

◆ 固定資産税が少ない要因

京都市では、景観や住環境を保全するための建築物の高さ規制等の影響により、市民一人当たりの家
屋の床面積が他都市平均を下回っており、人口換算で116万㎡少なくなっています。また、京都市には歴
史的資産が多く、古い木造建築物が多いため、全体に占める木造家屋の割合が高く、税収への寄与度が
高い非木造家屋の割合が低いことも税収減につながる要因となっています。
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地方交付税（一人当たり） 臨時財政対策債（一人当たり） 歳入に占める地方交付税+臨時財政対策債の割合 ％
市民一人当たりの地方交付税及び臨時財政対策債の収入額円

（２）地方交付税及び臨時財政対策債

京都市は、市税収入が少ない分、地方交付税及び臨時財政対策債に多くを依存しており、市民
一人当たりの地方交付税等による収入は、他都市平均の約1.3倍となっています。

291,881 
283,963 281,876 

268,474 

245,247 

272,189 
264,827 

247,260 
255,817 

311,165 

290,345 289,414 289,352 

327,020 

287,262 

304,039 
293,443 295,008 

314,290 

278,786 283,075 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

京
都

他
都
市

平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

市民一人当たりの標準財政規模

京都市の市民一人当たり標準財政規模は、指定都市の中で7番目に高くなっています。
市税収入が他都市より低い一方、地方交付税は多いため、一般財源収入は他都市より多くなって

います。

標準財政規模＝基準財政需要額＋留保財源（地方交付税算定上の一般財源）

円

京都市標準財政規模 : 4,244億円
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財政力指数

財政力指数＝
基準財政収入額

基準財政需要額

財政力指数は指定都市中13番目と低く、国の地方交付税等
に多くを依存している状況にあります。
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社会福祉（※１）

246,000円

(3,582億円)

34%

道路整備等

46,000円

（675億円）6%

市債（借金）の返済

63,000円 （914億円）9%

教育

81,000円

（1,180億円）

11%

その他（※２）

289,000円

（4,191億円）

40%

総額
725,000円

（1兆542億円）

２ 歳出

（ ）内数値は、本市目的別歳出額を示しています。

※１ 社会福祉 ＝ 児童福祉、高齢者福祉、障害者
福祉、生活保護など

※２ その他 ＝ 保健・清掃等、産業振興、消防、
総務管理など

※３ 市民一人当たり目的別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。

◆ 京都市の市民一人当たり目的別歳出

歳出構成の特徴（目的別分析）

社会福祉に最も多くの経費が
使われています
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円
市民一人当たりの社会福祉に係る歳出

京都市の市民一人当たりの社会福祉に係る歳出は、指定都市の中で5番目に高くなっています。
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歳出構成の特徴（性質別分析）
人件費や扶助費といった義務的経費（※1）に多くの経費が使われています

◆ 京都市の市民一人当たり性質別歳出

（ ）内数値は、本市性質別歳出額を示しています。

※１ 義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

※２ 市民一人当たり性質別歳出の内訳は、千円単
位に四捨五入しています。

人件費

111,000円

（1,617億円）

15%

扶助費

178,000円

（2,591億円）

25%

公債費

62,000円

（908億円）

9%

投資的経費

44,000円

（634億円）6%

物件費等

330,000円

（4,792億円）

45%

総額
725,000円

（1兆542億円）
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513,096 
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円
市民一人当たりの義務的経費とその他経費

義務的経費 その他経費

京都市の市民一人当たりの義務的経費は、指定都市の中で4番目に高くなっています。
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％円

市民一人当たりの人件費
市民一人当たりの人件費 歳出に占める割合

(１) 人件費

京都市の市民一人当たり人件費は、政令市の中で9番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも6,910円多い。⇒人口換算で、100億円多い。

79,156 

75,129 75,440 75,765 74,980 

114,950 114,903 113,739 113,900 
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京都市 他都市平均 乖離

市民一人当たりの一般会計人件費決算額の推移

府費教職員給与費移管

円 円
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人

市民千人当たりの職員数（令和4年4月1日現在）
一般職員 技能労務職員 教育公務員 消防職員

京都市の市民千人当たり職員数は、指定都市の中で6番目に多くなっています。

※斜体の数字は、職員数合計
※道府県から権限移譲された県費負担教職員数を含む
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円
市民一人当たりの投資的経費

京都市の市民一人当たりの投資的経費は、指定都市の中で18番目と低くなっています。
※ 他都市平均よりも20,239円少ない。⇒人口換算で、294億円少ない。

(２) 投資的経費
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％円

市民一人当たりの扶助費
市民一人当たりの扶助費 歳出に占める割合

(３) 扶助費

京都市は、これまでから福祉に力を入れてきたことなどから、市民一人当たり扶助費は、
指定都市の中で5番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも9,632円多い。⇒人口換算で、140億円多い。

京都市の高齢化率は、指定都市の中では6番目に高くなっています。
また、生活保護率は5番目に高くなっています。
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％％
高齢化率と生活保護率

高齢化率（令和2年度国勢調査） 生活保護率（令和2年度平均）
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％円

市民一人当たりの公債費
市民一人当たりの公債費 歳出に占める割合

(４) 公債費

京都市の市民一人当たり公債費は、指定都市の中で5番目に高くなっています。
※ 他都市平均よりも5,413円多い。⇒人口換算で、79億円多い。
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千円

市民一人当たり市債残高

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高
※ 斜体は一人当たり市債残高合計

京都市の市民一人当たり市債残高（臨時財政対策債除く）は、指定都市の中で3番目に高く、市債
残高合計（臨時財政対策債含む）は、指定都市の中で2番目に高くなっています。
なお、新たに指定都市となった都市は、市債残高が少ないため、新しい指定都市が増えるほど平均

が下がる傾向にあります。
※ 指定都市には、他の市町村にはない国道、道府県道の整備、維持等に係る仕事があります。
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円
市民一人当たりの特例的な市債の残高

京都市の市民一人当たりの特例的な市債の残高は、指定都市の中で最も高くなっています。
※ 他都市平均よりも108,895円多い。⇒人口換算で、1,583億円多い。

他都市と比べて突出しており、
これらの償還費が財政を圧迫している。

※ 特例的な市債
・ 経営健全化出資債
・ 行政改革推進債
・ 退職手当債
・ 財政健全化債
・ 調整債
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％
実質公債費比率

※ 令和4年8月31日時点の数値

実質公債費比率は、地下鉄や下水道などの公営企業の元利償還に対する繰出金も公債費に準じた
ものとして算定するため、指定都市は一般市に比べると総じて高い数値となっています。
京都市は、交付税措置のない市債（地下鉄事業への経営健全化出資債、退職手当債、行政改革推

進債など）の償還額が多くなっていることから、指定都市の中では最も高くなっています。

３ 健全化判断比率

早期健全化基準 25％
財政再生基準 35％
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％
将来負担比率

※ 令和4年8月31日時点の数値

将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率を示すもので、
この比率が高い場合、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じる可能性が高くなります。
京都市は、交付税措置のない市債残高（地下鉄事業への経営健全化出資債、退職手当債、行政改革推進

債など）が多くなっていることから、指定都市の中で最も高い水準になっています。
令和3年度決算は、過去に行った公債償還基金からの借入金の返済などにより将来負担額が減少したこと

から前年度から23.0ポイント低下させています。

早期健全化基準 400％
財政再生基準 －
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円億円
市民一人当たりの財政調整基金

財政調整基金残高 市民一人当たりの財政調整基金残高

４ 財政調整基金残高

京都市の財政調整基金残高は95億円となっており、指定都市では4番目に低い状況となっています。
また、市民一人当たり財政調整基金残高は、指定都市では3番目に低い状況となっています。
※ ただし、地方交付税の減額精算対応分 75億円を含むため、実質的な残高は 20億円で指定都市で最も低
い状況です。
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